
第１条 受注者は、発注者の発行する発注書により、提出期限までに指定の場所に物品を納入しな

ければならない。 

２ 受注者は、物品の納入に当たって、その品質、形状、寸法等については、すべて発注者の定め

る規格、仕様書、図面又は見本により納入しなければならない。 

第２条 受注者は、物品の持込みと同時に発注者の定める納品書を提出しなければならない。いっ

たん持ち込んだ物品は、発注者の承認がなければこれを引き取ることができないものとする。 

第３条 納入物品は、発注者の定める検査に合格したものでなければならない。検査に要する費用

及び検査のための変質、変形又は消耗き損したものは、すべて受注者の負担とする。ただし、特殊

の検査に要するものは、この限りでない。 

２ 発注者は、前項の検査を持込みの日から１０日以内に完了するものとする。 

３ 受注者は、発注者の指定する日時及び場所において検査に立ち会うものとする。受注者は、も

し立会いをしないときは、検査の結果につき異議を申し立てることができないものとする。 

第４条 受注者は、検査の結果不合格と決定した物品については、遅滞なくこれを引き取り、速や

かに代品を納入しなければならない。この場合において、前条第１項後段、第２項及び第３項の規

定を準用する。 

２発注者は、前項の代品納入につき、相当の日数を定めた上で請求することができる。この場合の

日数は、第８条第２項の規定による遅延損害金の徴収日数に算入しないものとする。 

３ 発注者は、第１項の不合格品について、その契約不適合の程度が軽微で、使用上支障がないと

認めるときは、契約金額を相当減価のうえこれを採用することがあるものとする。 

第５条 物品の所有権は検査に合格したときをもって受注者から発注者に移転するものとし、移転

前に生じた損害はすべて受注者の負担とする。ただし、発注者の故意若しくは重大な過失によって

生じせしめたとき、又は天災事変その他避けることのできない非常災害による場合は、この限りで

ない。 

第６条 受注者は、第１条に定める期限までに物品を納入できないときは、遅滞なくその事由及び

影響日数等を詳記して、発注者に届け出なければならない。 

第７条 発注者は、受注者が指定の期限までに物品を納入できない場合であって、その事由が当事

者双方の責めに帰することのできない事由によるときは、相当と認める日数の延長を認めることが

ある。 

第８条 発注者は、受注者の責めに帰すべき事由により、受注者が指定の期限までに物品を納入す

ることができない場合であって、発注者がその事業に著しい支障を来さないと認めるときは、相当

と認める日数の延長を認めることがある。 

２ 受注者は、期限内に物品の納入を終了しないときは、延滞日数につき契約金額に年３パーセン

トの割合(年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。)を

乗じて計算した金額(１００円未満の場合を除く。)を遅延損害金として発注者に納付するものとす

る。ただし、発注者が個々に分割して履行しても支障ないと認めたときは、各部分について計算す

ることがある。 

３ 受注者は、第１項の規定により期限の延長を認められた場合であって、契約が解除されたとき

は、その解除の日までの延長日数について、前項の規定により計算した金額を発注者に支払うもの

とする。 

第９条 受注者は、１か月分の納入代金をまとめ翌月までに発注者に請求するものとし、発注者は

前項の支払請求書を受理した日の属する月の翌月末日までに受注者に支払わなければならない。 

２ 発注者は、正当な理由なく前項の期間内に代金を支払わないときは、発注者は、製造委託等に

係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律 (昭和３１年６月１日法律

第１２０号)に定めるところにより、受注者に対し支払金額に公正取引委員会規則が定めた率(年当

たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、３６５日当たりの割合とする。)を乗じて計算し

た金額(１００円未満の場合を除く。)を遅延利息として支払うものとする。 

第１０条 発注者は、必要があるときは、受注者と協議のうえこの契約の内容を変更し、又は納入

の中止をすることができる。 
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第１１条 発注者は、必要があると認めたときは、受注者と協議のうえこの契約の全部又は一部の

解除をすることができるものとする。 

２ 受注者は、前条の中止期間が引き続き３か月以上に及ぶときは、発注者と協議のうえ全部又は

一部の解除をすることができるものとする。 

３ 前２項の場合において、発注者は受注者の請求により既納品の代金を支払い、かつ、保証金を

還付するものとする。 

第１２条 受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、発注者は、契約を解除することができ

るものとする。 

（１）期限までに契約を履行しないとき、又は履行の見込みがないと認めたとき。 

（２）契約履行の着手を遷延したとき。 

（３）契約解除の請求があったとき。 

（４）正当の理由がなく発注者の係員の指示に従わないとき、又は発注者の検査監督に際し発注者

の係員の職務執行を妨害したとき。 

（５）契約の履行に当たって、これを粗雑にし、又は品質数量に関して不正な行為をしたとき。 

（６）前各号のほか、受注者又はその代理人若しくは使用人が、この契約条項に違反したとき。 

（７）受注者が銀行取引を停止されたとき。 

（８）前条第２項に定める場合のほか、受注者から契約解除の願い出があったとき。 

（９）受注者が東京都暴力団排除条例(平成２３年東京都条例第５４号)に定める暴力団関係者又は

東京都が東京都契約関係暴力団等対策措置要綱(昭和６２年財経庶第９２２号)第５条第１項に基

づき排除措置期間中の者として公表した者(ただし、排除措置期間中に限る。)(以下「暴力団関係

者等」という。)であることが判明したとき。 

（１０）受注者が自ら又は第三者を利用して、脅迫的な言動若しくは暴力を用いた要求行為、法的

な責任を超えた不当な要求行為、又は風説の流布、偽計若しくは威力を用いて委託者の信用を毀損

し、若しくは委託者の業務を妨害する行為を行ったとき。 

２ 前項の規定によって契約を解除したときは、契約保証金は発注者に帰属する。契約保証金の納

付が免除されている場合においては、受注者は、推定総金額から既納物品に対する代金相当額を控

除して得た額の１００分の１０に相当する額を違約金として納付しなければならない。ただし、正

当の理由により契約の解除を申し出たときは、この限りでない。 

３ 第１項第９号又は第１０号によりこの契約を解除したときは、受注者に対して、これにより被

った損害の賠償を請求できるものとする。 

４ 発注者は、契約を解除した場合においては、検査済供給部分に対して相当と認める金額を支払

い、その引渡しを受けることがある。その他のものは、受注者は遅滞なく引き取らなければならな

い。 

５ この条の契約解除は、第８条第２項に規定する遅延損害金の徴収を妨げないものとする。 

第１３条 契約締結後において、動乱又は天災事変等不測の事件に基づく経済情勢の激変によって、

契約金額が著しく不適当であると認められるに至ったときは、その実情に応じ、発注者は受注者と

協議のうえ、 契約金額を変更することができる。 

第１４条 発注者は、受注者から取得する金銭のあるときは、受注者に対して支払うべき代金又は

契約保証金と相殺し、なお不足を生ずるときは、更に追徴するものとする。 

第１５条 受注者は、この契約についての権利義務を、第三者に譲渡し、又は担保に供することが

できないものとする。ただし、発注者の承認を得た場合は、この限りでない。 

第１６条 受注者は、この契約について仕様書、図面及び契約条項に明記されていない事項でも物

品供給上当然必要なものは、発注者の指示に従い、受注者の負担で施行するものとする。 

第１７条 受注者は、暴力団関係者等にこの業務の全部又は一部を委託してはならない。 

２ 受注者は、再委託した者が暴力団関係者等に該当することが判明した場合には、直ちに再委託

した者との契約を解除し、又は契約解除のための措置をとらなければならない。 

３ 前項の規程に違反した場合、発注者は受注者に対し、当該契約の解除その他必要な措置を求め

ることができる。 
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４ 前項の規定により契約解除を行った場合の一切の責任は、受注者が負うものとする。 

５ 発注者は、第３項に規定する契約の解除を求めたにもかかわらず、受注者が正当な理由がなく

これを拒否したと認められるときは、発注者の契約から排除する措置を講ずることができる。 

第１８条 受注者は、契約の履行にあたって、暴力団関係者等から不当介入を受けた場合(再委託

した者が暴力団関係者等から不当介入を受けた場合を含む。以下同じ。)は、遅滞なく発注者への

報告及び警視庁管轄警察署(以下「管轄警察署」という。)への通報(以下「通報報告」という。)並

びに捜査上必要な協力をしなければならない。 

２ 前項の場合において、通報報告にあたっては、書面を提出するものとする。ただし、緊急を要

し、書面による通報報告ができないときは、その理由を告げてロ頭により通報報告を行うことがで

きる。なお、この場合には、後日、遅滞なく書面を発注者及び管轄警察署に提出しなければならな

い。 

３ 受注者は、再委託した者が暴力団関係者等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく受注者に対

して報告するよう当該再委託した者に指導しなければならない。 

４ 発注者は、受注者が不当介入を受けたにもかかわらず、正当な理由がなく発注者への報告又は

管轄警察署への通報を怠ったと認められるときは、発注者の契約から排除する措置を講ずることが

できる。 

第１９条 この契約条項に明示されていない事項及びこの契約条項について疑義を生じたときは、

発注者と受注者の間で協議して定める。 

発注者と受注者とは、本書を２通作成し、それぞれ記名押印のうえ、その１通を保有する。
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